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１．研究の背景と目的 

化石燃料の有限性や酸性雨，地球温暖化など地球規模

的な環境問題に対する意識の高まりから、再生可能な新

エネルギーとして風力発電が注目されている。発電時に

CO2を発生しないクリーンなエネルギー源として1980年

代に注目され始め、現在では世界各地で導入が進められ

ている。 

わが国における2004年の風力発電のシェアは僅か1.8

％に過ぎないものの、2003年における風力発電導入量が

３年前の３倍に達するなど、近年その割合が急激に増加

している。一方で、騒音や景観的課題に関する検討は十

全に行われているとは言えず、議論は発展途上にある。 

本研究では、風力発電が新エネルギー源として台頭し

た1980年代より現在に至る社会的イメージの変遷に着

目し、特に風力発電に託される社会的な期待の内容や課

題の変遷過程を明らかにすることを目的とする。1984
年8月～2005年12月に掲載された朝日新聞の記事（記事

数481万7940）から風力発電関連の記事2,604件を抽出

し、各記事内容を精査しその内容の変遷を明らかにする
補注（１）。 
風力発電施設に対するイメージに関しては、周辺住

民とビジターによる風力発電施設の景観評価1)や，景観

予測CGによる景観印象評価の検討２）が行われているほ

か、NEDOの環境影響評価マニュアル３）においても“

周囲景観との調和”の重要性が指摘されている。日本機

会学会でも風車の芸術化の可能性が“社会的アクセプタ

ンス”とともに指摘されているが４）、その視覚像や風

力発電そのものについて社会的に抱かれたイメージにつ

いて通時的変化とともに把握した研究は存在していない。 

 

２．わが国における風力発電の系譜 

当初、大気の乱れの大きく風力発電には不適とされて

いる山地の多いわが国は風力発電に対して消極的であっ 
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たが、大型風力発電システムの開発が通産省のサンシャ

イン計画の下で1978年に開始されてい以来、電力会社、

風車製造業者などの参画のもとにNEDOが推進期間と

なってメガワット級の大型機の開発が進められた。さら

に近年では、グリーン電力制度（2001）や新エネルギ

ー利用特別措置法（2003）補注（２）など、風力発電を推

進する新たな制度や法律も整備されつつあり、また立地

条件の緩和策補注（３）が取られるなど地球環境保全の観点

から極めて有効なエネルギーとして積極的に導入されて

いる。これに加え、1980～90年代にはチェルノブイリ

原発事故（1986年），東海村臨界事故（1999年）とい

った大規模な原発事故が内外で発生したことも、結果的

にその代替エネルギーとしての風力発電に対する社会的

要望を後押しすることとなったものと考えられる５）。 
巨大な風車群の形成する景観影響あるいは効果につ

いても様々な議論が展開している。北海道稚内市の発電

風車（1999年）や、山形県酒田市（2001年：新日鉄に

よる）など景観論争に至っているものも少なくない。一

方、山形県立川町など発電風車をテーマとした地域振興

策がとられている地域もあるほか、発電風車の設置許可

期間後に観光資源となった風車の撤去に反対する民意の

もと許可期間延長が実現した神奈川県三浦市の事例など

もみられる。 
また、2002年には朝日新聞主催，環境省・経済産業

省後援の「風車のある風景絵画コンテスト」が開始され、

生徒児童から成人まで“風車のある風景”の絵画を募り

毎年開催されている。初回では圧倒的にオランダ風車の

描写が多かったのに対し、近年では発電用風車を対象と

した作品が増加している６）。また、2003年６月に朝日

新聞で連載された「風車紀行」や探訪書（2002年）７），

写真家による写真集（2003年）８）が発刊されるなど、

発電施設の形成する特徴的な景観が探訪対象あるいはア

ーティストの表現対象として注目される傾向もある。さ

らにテレビCMの背景などで風力発電施設の形成風景が

採用されるケースも多く、東京電力のほかヨコハマタイ

ヤ，東レ，サン・クロレラ，ブリヂストン，トヨタ自動

車など必ずしも風力発電そのものとは直接関連をもたな

い企業のCMにも風力発電施設が採用されている。 
 



３．風力発電に対する社会的イメージの変遷 

（１）概説 

このような系譜を辿ってきた風力発電に対する社会

的イメージの実態を把握するため、本論文では新聞記事

における風力発電関連記事の内容をデータとして分析を

行った。ここでは、新聞データベース「聞蔵：DNA for 

Libraries」システムを用い、1984年8月4日から2005年 

12月31における朝日新聞の記事から「風力発電」に関す

る2604件を抽出した（表―１）。さらに、各記事の内容

を環境教育や技術などの項目に着目しながら精査し、掲

載率（年間総記事数及び風力発電関連全記事数に占める

年間の各項目の割合）の変化を内容とともに把握した。 

（２）風力発電関連記事掲載率の変遷（図―１） 

1984年から1995年までは0.02％未満に止まっていた

が、1996年～97年にはほぼ倍増し、1999年以降は0.07～

0.10％の割合で掲載されている。1998年には京都議定書

が採択され、CO2排出量削減のため風力発電を含めた新

エネルギーの導入などをはじめ、環境問題や環境対策へ

の関心が高まったことで、それ以降の高い掲載率が発現

したものと考えられる。 

（３）記事の対象地域の変遷（図―２） 

各記事のうち、対象とする地域が明快であるものを抽

出し、その地域分布を集計した。1980年代には先進的な

海外の事例が最も大きな割合で掲載され、43記事中４割

弱を示しているが、その後次第に国内事例の掲載割合が

増加する。1990年代後半より近畿地方が１割前後で現れ

るほか、沖縄を含む九州の割合もコンスタントに２～３

割を占めている。直近５年では東北が最も多く、2001～

2005年の全647記事中134件を占めている。 

（４）代替エネルギ-としての風力発電（図―３） 

 原発，石油の代替エネルギーとして風力発電を位置づ

ける記事がそれぞれ117件，37件見られ、特に1980年代 

 

表―１ 記事データ数（総数ならびに風力関連記事数） 
発刊年 1984* 1985 1986 1987 1988 1989 

全記事数 21,036* 52,501 53,998 58,139 103,376 151,166
風力発電関連記事数 2 3 9 6 5 18
風力発電掲載率(%) 0.0095* 0.0057 0.0167 0.0103 0.0048 0.0119

発刊年 1990 1991 1992 1993 1994 1995 
全記事数 157,816 183,953 186,118 192,882 216,755 210,880

風力発電関連記事数 28 21 20 33 27 28
風力発電掲載率(%) 0.0177 0.0114 0.0107 0.0171 0.0125 0.0133 

発刊年 1996 1997 1998 1999 2000 2001 
全記事数 211,039 325,314 320,735 327,933 341,443 337,896

風力発電関連記事数 43 120 159 256 323 352
風力発電掲載率(%) 0.0204 0.0369 0.0496 0.0781 0.0946 0.1042 

発刊年 2002 2003 2004 2005 計 
全記事数 341,454 342,788 342,531 338,187 4,817,940

風力発電関連記事数 246 316 299 290 2,604
風力発電掲載率(%) 0.0720 0.0922 0.0873 0.0858 0.0540 

＊1984年のみ８月４日～12月31日のデータが収録されているため全記事

数の値は小さくなっているが、掲載率に偏りは生じないと判断しそのま

ま算出した。 
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図―１ 風力発電関連記事・掲載率の変遷 
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図―２ 記事の対象地域の変遷 
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図―３ 代替エネルギーとしての 

風力発電関連記事 
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図―４ 風力発電技術に関する記事 

は原発代替が全風力発電関連71件の15%ほどを占めてい



図―９ 景観論争に関する記事 
朝日新聞1998年４月10日号 

た。その後５年おきの集計では漸減傾向にあり、直近５

年は同1503件の３％強に止まっている。いっぽう石油代

替は1990年代前半に同129記事の６％を占めていが、そ

の後は１％前後となっている。 

（５）風力発電技術に関する記事の変遷（図―４） 

出力向上や発電システムなどの発電技術に関する記事

が156件見られた。この掲載率は、1993年までは0.003～

0.006%の割合を示しているが、1996年前後で一時割合が

減少し、その後1998年以降ふたたび割合が上昇している

のがわかる。それぞれの記事内では大型・小型風車の別

について言及したものがあるが、特に2000年以降は大型

風車に加え小型風車の技術向上に関する記事がコンスタ

ントに掲載されているのが特徴的である。 

（６）既設施設／将来構想（図―５） 

 記事には既設の施設について言及するものと、将来の

ウィンドファーム構想など計画について言及するものが

見られる。初期は未来構想が多いがその後両者は同様の

変遷を経、直近５年では既設施設の紹介が多くなっ 
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図―５ 既設施設／未来構想 に関する記事 
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図―６ 風力発電施設の副次的利用に関する記事 

表―１ 観光，環境教育啓発記事の例 

 記事例 

観光 
TEPCO新エネルギーパーク（1995.09.20） 

風車群を観光振興に(1997.05.28) 

風車で観光名所売り込み 束稲山(1997.05.14) 

環境教育

・啓発 

クリ-ンエネルギ-の現状や可能性学ぼう（1997.10.17）

環境・省エネ泊まって学ぼう（2002.5.29） 

自然エネルギー先駆例を学ぼう（2005.7.14） 

 

図―７ 風力発電施設の観光振興を提唱する記事 

朝日新聞 2000年12月29日 
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図―８ 克服すべき課題に関する記事 

 

ているのがわかる。 

（７）風力発電施設の

副次的利用（図―６・

７） 

風力発電施設は発電

機能という本来の用途

のほかに、観光や環境

教育などといった副次

的利用について記述し

た記事がそれぞれ182

件，761件見られた（

表―１）。 

1980年代はこのよう

な記事は皆無に近いが、

1990年代からは環境教

育・啓発に風力発電を

利用する内容が風車

関連記事の25～35％

を占めるようになる。 
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図―10 売電・規制緩和に関する記事 

 

いっぽう、観光や町おこしの起爆剤として風力発電施設

を利用するものは1990年代後半に１割強となるが、直近

５年では6%に低下しているのがわかる。 

（８）克服すべき課題（図―８・９） 

風力発電の建設による生態系への影響，既存景観へ

の影響，騒音問題が主なものとして挙げられており、景

観課題は1%前後で推移し直近５年間では急増し2.5%とな

っている。一方、建設による生態系への影響は増加傾向

にあり、2001年以降急増し４％を超えている。騒音問題

は1990年代前半は1.5％ほど見られたが、その後0.5％強

で推移しているのがわかる。 

（９）売電・規制緩和に関する記事（図―10） 

風力発電による売電事業や電気事業の規制緩和に関

する記事数を見ると、売電事業については1990年代より

６％強でほぼコンスタントに推移するのに対し、税制優

遇や規制緩和に関する記事は1990年代後半に８％に達し

ている。 

 

４．イメージ変遷のまとめ 

 以上より、風力発電に対する社会的イメージの変遷を

総括すると、大よそ以下のような３時期において特徴的

なイメージが生成していたものと考えられる。 

（１）技術確立期（～1990年前半） 

この時期は技術に関する記事の掲載率も多く、特に大

型風車の発電システムに関する記述が顕著に見られた。

海外の先進事例にも注目が注がれたほか、特にこの時期

に発生した原発事故に対する原子力発電への懸念からそ

の代替エネルギーとして注目されて技術確立が推進され

たことが特徴的である。一方で、環境教育・啓発の媒体

として風力発電施設に言及されるほか、その活用事例を

積極的に評価・報道するものも見られる。 

（２）環境象徴化期（1990年代後半） 

この時期においては、売電や規制緩和システムが確立

され風力発電が広く普及するとともに、他の期間と比較

して観光に関する記事の掲載率が高くなっていることが

特徴的である。ここでは風力発電施設が観光資源や町お

こしの象徴的存在として導入され、施設の形成する特徴

的な風景にも社会的注目が次第に注がれていったものと

考えられる。 

（３）記号化期（2000年代～） 

この時期には生態系や景観的課題に対する議論が顕在

化するのと同時に、1990年代以降強化されてきた環境教

育・啓発のイメージもさらに上昇傾向にある。いっぽう

で、風力発電施設の外観がインパクトのある視覚像とし

て新たな価値を見出され、写真やテレビCMといったさま

ざまなメディアを通してその価値が発見されつつある。

風景コンテストやメディアにおける露出などによってそ

の映像の特長が社会に流布した証左と捉えられるが、こ

の価値が発電の仕組みや環境への貢献などといった意味

内容には必ずしも直接結びつかない表層的な記号のみに

価値をおく考え方である点が特徴的である。 
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【補注】 

(1) 新聞は世論形成の主体的要素として捉えることも

できるが、社会的イメージの反映された媒体として捉え

ることも可能である。本論文は後者の立場で論を展開す

ることとした。 

(2) 同法が電力会社に購入を義務づけた新エネルギー

の量が小さく、風力発電の促進には必ずしも繋がってい

ないとする考え方もある９）。 

(3)  2004年には国立公園・国定公園に風力発電施設を

建設することの是非について議論が展開している。 


